
○ 豊田市（愛知県） 

 
＜取組の概要＞ 
 災害時要援護者登録制度を設け、自治区や近隣住民の互助による支援を実

施。基本的に手上げ方式により登録への同意を確認しているが、ひとり暮ら

し高齢者制度登録者1に対しては民生・児童委員が戸別訪問し、制度の周知と

登録への勧誘などを行った成果により、約 85%が登録。 
 
１．取組開始の経緯等 
  豊田市は平成 17年１月現在、人口約 36万人、うち 65歳以上の高齢者が約
４万 2,800人(11.8%)となっているが、阪神・淡路大震災では高齢者の死亡率
が高く、その支援が課題となっていること、14年４月、東海地震に関する「地
震防災対策強化地域」として豊田市が指定されたことを踏まえ、災害時要援

護者（要援護者）の避難支援体制を確立し、要援護者が住み慣れた地域内で

安心して生活できる環境を整備するため（在宅支援の一環）、要援護者登録制

度を設立することを決定した。 
16 年１月に自治区長、民生・児童委員合同の説明会開催後、２月より要援
護者の同意確認等の作業を開始。５月～６月に自治区長説明会を開催し、自

治区における「地域支援者」を選任後、８月に自治区、民生・児童委員に登

録台帳を配布するなど、積極的に取り組んでいるところである。 
 
２．取組主体の構成 
  市（福祉保健部局が主体的に活動）、自治区（地域支援協力者を含む地域）、

民生・児童委員、社会福祉施設 
 
３．避難支援の取組状況 
（１）要援護者情報の把握方法 
   豊田市では、要援護者への避難行動支援プランを策定するため、まず、

福祉保健部局、民生・児童委員が把握している対象者である 
① 介護保険の要介護３～５の認定者のうち居宅介護の者(1,078人) 
② ひとり暮らし高齢者登録者 (1,088人) 
③ 在宅重度心身障害者の認定者（477人） 
④ ①から③に準じるもの            
※ H16.10.1現在。なお、複数の項目に該当する者については、②、③の順に計

                                            
1 市内に居住する 65歳以上の高齢者で、同一敷地内や隣地に配偶者又は子のいない者を「ひ
とり暮らし高齢者」とし、認定希望者は地区民生委員、地区在宅介護支援センターを経由

し、市へ申請する。認定者に対しては福祉電話訪問や緊急通報システムなどの支援が実施

される。 



上。 
 について、ダイレクトメールの送付等を実施した上、手上げ方式により要援

護者本人又は家族から希望のあった者を登録している。 
  ひとり暮らし高齢者の登録の際には要援護者の登録も促し、また、介護保

険対象者には、要介護認定通知と一緒に登録制度のパンフレットを同封し、

制度の周知を図っている。 
  16年 10月１日現在、1,625名が登録しているが（①～③の約 61%）、特に、
独居老人に対しては民生・児童委員が戸別訪問し、制度の周知と登録への勧

誘などを行った成果により、一人暮らし高齢者の登録者のうち約 85%が登録
している。 

 
（２）避難支援者の定め方 
  避難支援者の基盤は近隣の助け合い社会である自治区とし、民生・児童委

員以外の地域支援協力者については、要援護者本人の推薦によるか、又は自

治区又は自主防災会（以下自治区等とい

う）において隣接する人々（組等）の中

から募集している。地域支援者の選任が

難しい場合は、組単位での見守りとし、

組長に支援をお願いしている。

  なお、勧誘に当たった民生・児童委員

から、要援護者登録は容易であったが、

地域支援員の引受人については「今更、

言われなくとも日常生活の中で、『見守

り・助け合い』は既に築きあげている」、

「名簿に登載することで、責任を感じ抵

抗がある」等といわれ、苦労したとの声

も聞かれたところであるが、制度の趣旨

の周知・浸透に努めるとともに、パンフ

レット等を通じ、要援護者の登録者に対

しては、必ず地域支援者に助けてもらえ

ると決め込んで待っているだけではい

けないことなどを、避難支援者に対して

も責任を伴うことではないことの周知

に努めている。 
登録者へ配布しているパンフレット  

（３）要援護者情報の共有方法 
  登録の際、要援護者本人から、民生・児童委員、自治区の役員、地域支援

者等に台帳をあらかじめ開示することについての同意を得ている。 
 
４．運営上の役割分担 



（１）自治区 
平常時は回覧板等による制度普及とともに、

３(1)④の把握に努める。また、登録者に対し、
夏祭り等の自治区主催事業への参加を促した

り、普段から安否を気遣ったりするなど、要援

護者に視点を当てたコミュニティ活動の実施

等により、日頃からの相互理解を推進している。 
災害時は、避難情報発令時から災害収束時

（又は大災害により避難の長期化が避けられ

なくなったとき）までの間における、要援護者

登録台帳登録者への情報伝達、安否確認、避難

誘導等の相互協力に努めることとしている。 
 
（２）民生・児童委員 
平常時はひとり暮らし高齢者を中心とした要援護

災時は、自治区及び市と協力し、要援護者登録台帳

者に対するできる限りの避難情報の伝達や安否確認

お、避難が長引く場合は避難者のケアを実施するこ

なお、要援護者の登録を促進するためには、民生

であることから、制度の理解を高めるための研修会

 
（３）市 
広報誌等により制度普及に努めるとともに、３(1
施する。また、自治区等と協力しつつ、台帳の作成・

全要援護者を対象とした情報提供及び現状把握、ボ

と協働した安否確認、被災者の救助、二次避難所へ

さらに、避難が長期に及ぶ場合の避難者支援を実施

 
５．関係機関等との連携状況 
（１）民間社会福祉施設等 
  指定避難場所（学校の体育館等）、福祉避難所（各

生活が困難と思われる要援護者の避難施設として、

等との間で、災害時において要援護者のための避難

施設等を使用するための協定書を締結している。 
協定では、住居喪失、倒壊等により居住できなく

れた場合に、介護保険の要介護認定者又はこれに準

基準に該当する者に対して実施することとしている

設等への移送は原則として市又は要援護者の家族等

は施設に依頼することとしている。なお、経費の負

法人等の社会貢献活動の一環とし、必要な場合は要
避難支援（訓練）の状況 

者の同意確認を実施。発

未登録者も含めた要援護

、避難誘導等を行う。な

ととしている。 
・児童委員の役割が重要

を年２回開催している。 

)①及び③の同意確認を実
更新を実施。災害時は、

ランティアや各種団体等

の避難誘導を実施する。

する。 

地区交流館）等では避難

社会福祉法人、医療法人

施設として民間社会福祉

なり、避難を余儀なくさ

ずる者のうち施設の入所

。また、民間社会福祉施

とし、それが困難な場合

担については、社会福祉

した経費、その他の事情



等を勘案し、市と社会福祉法人等とで協議することとしている。 
  16年１月より社会福祉法人等との協定締結を進めており、17年１月現在で
高齢者施設 11、障害者施設６の計 17施設との協定締結に至っている。なお、
協定を締結した施設に対しては、１施設当たり５枚の要援護者用のマットレ

スを配布している。 
  なお、災害時に備え、市では高齢者用の食料（おかゆ食）5,000食と、日用
品（おむつ・救助セット等）2,500セットを市内に分散備蓄している。 

 
（２）トヨタグループ災害 V（ボランティア）ネット 
  平成 12年９月の東海豪雨での被災後、地域災害への積極的な支援を目的に
グループ企業を含めた災害時ボランティア活動の支援体制づくりを進めてい

くため、14 年４月に設置要綱を策定の上、災害ボランティア登録者の募集を
開始している。登録者はトヨタグループ 13社の社員、OB、家族等からなり、
1６年 10月現在、総登録者 840人となっている。各登録者は、災害時を想定
した座学とともに、高齢者・障害者の避難誘導等の防災訓練を受けることと

なっている。また、平常時は要援護者宅を戸別訪問し、家具転倒防止等の防

災対策活動・防災指導や、知的ハンディをもった者との避難訓練、行政や各

種団体との情報交換会を実施している。 
  発災時の活動内容は、被災者（地）の自立復興支援に関するボランティア

活動全般となるが、行政や社会福祉協議会等の団体と連携を図りながら、各

地域でのサポート体制に努めている。 
 
６．訓練の実施状況 
  自治区、民生・児童委員、市の役割について

定めたマニュアルでは、連携して防災訓練を実

施し、登録者に対する情報伝達、避難経路の確

認及び避難訓練等を行うこととされている。ま

た、民間福祉施設においては、地震災害等を想

定した防災訓練を実施している。 
 
 防災訓練の状況 
７．今後の課題等 
・ 民生・児童委員は、ひとり暮らし高齢者が自立した生活を送ることがで

きるよう、各種相談や生活支援、情報提供（社会福祉の制度や各種サービ

スの内容）、「声かけ」「安否確認」などを日常生活の中で行っているため、

ひとり暮らし高齢者とは信頼関係が築けており、要援護者台帳への登録勧

誘が比較的容易であった。 
・ ひとり暮らし高齢者の登録に際しては、民生・児童委員が地域の中で該当

者を発掘し、登録に繋げているため、双方が顔なじみであり、要援護者の

登録制度にもつなげやすかった。 



・ 民生・児童委員からは、「ひとり暮らしの人は不安を持っており、すんな

り登録できた」、「情報開示を拒む人は殆んどいなかった。逆に、助けてほし

いと言われる方が、大多数であった」との声も聞かれた。 
・ 引き続き、ひとり暮らし高齢者としての登録を希望していない者（平成

12 年時点で約 300 人）、難病患者なども含めた３(1)④に該当する者の把握
と要援護者台帳への登録促進や、手上げ方式のため、未登録となっている

３(1)①・③に対する制度の周知と登録への勧誘が必要。 
・ 避難勧告等発令後における民間社会福祉施設、トヨタグループ災害 Vネッ
ト等の関係機関、団体等との連携の具体化が必要。 

・ 集合住宅をはじめ、要援護者登録制度の参加状況が低調傾向にある地域に

おける地域支援者の確保と登録制度への理解促進のための活動が必要。 


















